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地域再エネ普及の方策
～太陽光発電の一層の拡大に向けて～

2023年11月17日

環境省 地球環境局国際連携課長

川又孝太郎



１．国際的な気候変動対策の動き
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• ２℃目標、できれば1.5度
• 今世紀後半に温室効果ガスの実質排出ゼロを達成

脱炭素化が世界的な潮流に

2015年12月 パリ協定が採択（COP21）

2020年10月 菅総理の脱炭素宣言

気候変動への対策＝脱化石燃料

自治体の2050年ゼロカーボン表明

• 2050年までに実質排出ゼロを達成
• 2030年に温室効果ガス46％削減（50％を目指す）
• 2030年に電力中の再エネ比率36-38％

• 46都道府県を含む991自治体（2023年9月現在）

• 人口規模１億2500万人

企業のRE100加盟
• 使用電力の100％再生可能エネルギー化
• 我が国で80社、世界で約400社 （2023年8月現在）

：都道府県表明済
：都道府県未表明・市区町村表明有
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G7札幌大臣会合からG7広島サミットへ

⚫日程：2023年4月15日～16日

⚫場所：札幌市

⚫参加国：

G7各国、EU

インド（G20議長国）、インドネシア(ASEAN議長国)、

UAE（COP28議長国）

⚫ 日本出席者：

西村明宏 環境大臣、西村康稔 経済産業大臣、
山田美樹 環境副大臣、国定勇人 環境大臣政務官

⚫日程：2023年５月19日～21日

⚫場所：広島県広島市

⚫参加国：
G7各国、EU
オーストラリア、ブラジル、コモロ(アフリカ連合(AU)議長国)、
クック諸島(太平洋諸島フォーラム(PIF)議長国)、
インド(G20議長国)、インドネシア(ASEAN議長国)、
韓国、ベトナム、ウクライナ（ゲスト参加）

出典：外務省HP

G7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合

G7広島サミット
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G7広島サミット首脳コミュニケのポイント（気候・エネルギー）

⚫ G7で初めて具体的な再エネ数値目標が記載
➢ 2030年までの洋上風力150GWの増加・太陽光1TWへの増加に
合意

⚫ 2035年までに電力部門の完全又は大宗の脱炭素化の達成

⚫ パリ協定1.5℃目標と整合していない国（主要経済国等）に対し野
心強化を、全ての締約国に対し2025年までのピークアウトのコミットを
要請。需要側の対策の強化、「質の高い炭素市場の原則」を支持。

⚫ 生物多様性や汚染の解決にも便益のあるシナジーの実現
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需要側対策

◼ IPCC第６次評価報告書においても「需要側の緩和によって、エンドユース部門における世界全体のGHG
排出量をベースラインシナリオに比べて2050年までに40～70%削減しうる」とされている

◼ 我が国は、昨年10月に新しい国民運動を立ち上げ、脱炭素につながる新しい豊かな暮らしづくりを官民連携
で進め、国際的にイニシアティブを発揮（今年7月に愛称を「デコ活」とした）

◼ G7で「脱炭素で豊かな暮らし（ウェルビーイング）のためのプラットフォーム」を設立。

脱炭素につながる将来の豊かな暮らしの全体像、絵姿の提示1 国、自治体、企業、団体等で共に
国民の新しい暮らしを後押し

新国民運動

官民連携協議会

（６４１者（５/１７時点））

✓ G7・G20等で製品・サービスを組み
合わせた新しい暮らしを提案・発信

✓国内での新たな消費・行動の喚起
とグローバルな市場創出（マーケット
イン）
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サステナブルな経済社会の実現に向けた統合的アプローチ

◼G7広島サミットでは、ネット・ゼロ、サーキュラーエコノミー、ネイチャーポジ
ティブの統合的アプローチ（相乗効果の最大化、トレードオフの回避）の
重要性が強調

◼我が国は、地域レベルで地域循環共生圏（ローカルSDGs）を推進して
きており、国際的にも貢献可能

脱炭素社会への移行
（ネット・ゼロ）

循環経済への移行
（サーキュラーエコノミー）

自然再興の取組
（ネイチャーポジティブ）

資源の循環利用による
自然資本の持続性確保

天然資源採掘や
製品の製造・廃棄等
に伴うGHGの削減

炭素の吸収源・
適応の強化

持続的な資源の供給確保

気候変動に伴う
生態系への損害・損失の抑制

資源循環のニーズ拡大・
再生資源の価値向上



２．地域課題解決に資する再生可能エネルギー
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地域内総生産に対するエネルギー代金の流出

凡例

付加価値に占めるエネルギー収支の割合

-10％以下

-10％ ～ -5％

-5％ ～ 0％

0％～

} エネルギー収支が

エネルギー収支が

東京島嶼部

南西諸島

赤字 の地域

黒字の地域}

凡例
地域内総生産に対するエネル
ギー代金の収支の比率

一人当たり平均所
得（参考）

赤字額が10％以上 378万円

赤字額が5～10％ 379万円

赤字額が0～5％ 400万円

黒字 416万円

環境省資料

2010年の地域経済循環分析（環境省）をベースに2013年の収支を推計

⚫電力・ガス会社の本社・機能や発電所等
が立地していない地域のエネルギー収支
は基本的に赤字。

⚫特に経済規模の小さな自治体にとっては、
基礎的な支出であるエネルギー代金の影
響は小さくない。

エネルギー収支の
赤字が自治体の
「基礎体力」を
奪っている傾向

⚫ 全国の自治体のうち9割が、エネルギー代金（電気、ガス、ガソリン等）の収支が赤字。7割
が地域内総生産の5％相当額以上、151自治体で10％以上の地域外への資金流出を招く。

地域経済循環分析：
www.env.go.jp/policy/circulation/index.html
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⚫ 日本全体では、電力需要の2.2倍の再エネポテンシャルが存在。
⚫ ゼロカーボン実現に向け、地方と都市の連携は不可欠。これにより資金の流れが、「都市→中東」
から「都市→地方」にシフト。

域内の再エネがエネルギー需要を上回
り、地域外に販売し得る地域
（エネルギー需要の約20倍にも及ぶ
再エネポテンシャル）

【一人あたりGDP 315万円】

域内の再エネでほぼ自給できる地域

【一人あたりGDP 334万円】

再エネを他地域から購入する地域

【一人あたりGDP 681万円】
小

再
エ
ネ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

大

出典：環境省（「平成27年版環境白書」より抜粋）
※再エネポテンシャルからエネルギー消費量を差し引いたもの。実際に導入するには、技術や採算性などの課題があり、導入可能量とは異なる。
※今後の省エネの効果は考慮していない。

再エネポテンシャルと域内一人当たりGDPの関係

再生可能エネルギーの地域別導入ポテンシャル
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再エネコスト（特に太陽光）の急激な低下

◼ 固定価格買取り制度（FIT制度）により、太陽光発電は急速に拡大し、設置コストが急
速に低下。

◼ その結果、電気料金を支払ったり、FIT売電するよりも太陽光発電から自家消費する方が
経済的であるケースが増えてきている。

※電気料金は、電力需要実績確報（電気事業連合会）及び各電力会社決算資料等に基づくもの。

（出典）平成31年度以降の調達価格等に関する意見
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再エネ・省エネによる地域経済への効果

支払い

エネルギー輸入

地域でお金が回る仕組み

収入

エネルギー輸出

雇用

日本全体で32兆円/年＝
10万人の自治体で約300億円/年
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災害時の電力供給 ～地域マイクログリッド～

◼ 睦沢町も出資している地域新電力「CHIBAむつざわエナジー」が、地中化された自営
線による電力・熱の地産地消事業を開始。

◼ 2019年9月9日に「台風15号」の影響による停電発生後、直ちに電力系統と切り離し、
迅速に電力が復旧。

◼ エリア内の温泉施設において、域外の周辺住民（9/10-11の2日間で800名以上）へ
の温水シャワー・トイレの無料提供。「レジリエントな防災拠点」としての機能を発揮。

【

周
辺
店
舗
や
住
戸
が
停
電
す

る
中
、
明
る
く
輝
く
道
の
駅

（
上
）
と
住
宅
（
右
）
】

（出典：ANN NEWS）【長蛇の列となった温泉施設】

・温水が使えたのがありがたかった。
・2～3,000円お支払いしたいくらい    
気持ちよかった。

 （温泉施設を利用した住民の声）

むつざわまち
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地域の再エネ導入に当たっての課題

◼ 地域住民の懸念等により地域への再エネ導入が停滞している状況が多く見られる。大きな要因として、

✓周辺住民等との合意形成を経ない形で再エネが導入されることにより、景観悪化や騒音等の環境ト
ラブルや地滑り等の災害が発生し、又はその懸念があること

✓上記の結果、再エネが土地に依存する事業であるにもかかわらず地域に利益が生じていない
（地域経済循環に寄与していない）こと

が挙げられる。

◼ その結果、再エネ設備の導入を条例で制限する自治体が急増している
（2017年度から3倍以上：39→149）。

出所：一般財団法人地方自治研究機構（2021年4月1日時点）

出所：東京工業大学環境・社会理工学院 錦澤滋雄准教授（2019年）講演資料出所：名古屋大学大学院 環境学研究科 丸山康司教授（2019年）
講演資料より環境省作成

太陽光発電への反対運動
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促進区域の設定等に向けたゾーニング支援

出典：新潟市太陽光発電及び陸上風力発電に係るゾーニング報告書（素案）
（令和４年３月 新潟市）

（例）太陽光発電ゾーニングマップ

扱う情報

【国の基準】
【都道府県基準】
・自然環境保全地域、砂防指定地、学校等
【市町村が考慮すべき事項】
・その他環境保全の観点から考慮が必要な事項
・社会的配慮の観点から考慮が必要な事項

【再エネポテンシャル】
・パネル設置可能面積、風況等

関係者調整

環境保全・社会的配慮
に関する情報

重ね合わせ

その他

レイヤー
情報の整理

再エネポテンシャル
➢ ゾーニングに関する情報収集等
○環境配慮事項、事業性等に係る情報の重ね合わせ

○地域特有の環境配慮事項の追加的な現地調査

事業内容

※事業の成果は地方公共団体実行計画
（区域施策編）への反映が必須。

Ⅰ．既存情報の収集
Ⅱ．追加的環境調査等の実施
Ⅲ．有識者、利害関係者、

地域住民等の意見聴取
Ⅳ．ゾーニングマップ案の作成

補助要件等

・交付率：3/4
・交付上限：2,500万円
・交付対象：地方公共団体
・実施期間：～令和7年度

◼ 「地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業」において、促進
区域の設定等に向けたゾーニング等の取組（地域の特性に応じた適正な環境配慮に係る
情報収集、自然環境等調査、マップ作成）を支援する。

◼ また、同事業では、促進区域設定の際の環境配慮や合意形成の手法等を取りまとめ、自治
体を対象とした研修やネットワークの構築等を行うことにより、他地域での展開を図る。

ゾーニング支援の概要

※事業内容及び補助要件等は、令和4年度
第2次補正予算、令和5年度予算のもの
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計画づくり支援事業によるゾーニングの実施例：せたな町

◼ ゾーニングと共に、地域エネルギービジョンを検討し、再エネによる地域の脱炭素化、地域課題の解決を目指
す。

◼ 多岐にわたる関係者で構成した協議会を設立。ヒアリング・地域説明会の開催により地域の合意形成を図り、
ゾーニングに意見を反映。

出典：せたな町より提供

地域関係者を集めた協議会による合意形成再エネ種ごとのゾーニングマップ

地域脱炭素を推進するための地方公共団体実行計画制度等に関する検討会（第１回）資料３より抜粋



３. エネルギーの地産地消に向けて



ドイツの再エネ設備の約半分が市民よる出資
（日本ではFIT設備の約８割は地域外企業）
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一般個人

農家

事業会社

大電力会社

他の電力会社

基金・銀行

産業

その他



総合インフラ企業としてのシュタットベルケ
～オスナブルック市（20万都市）を例にして～

電力事業
販売量： 1,100 GWh/年
契約戸数: 37,113戸
所有配電網全長: 2,323 km

ガス事業
販売量: 2,900 GWh/年
契約戸数: 30,138戸
ガス管全長: 807 km

地域熱供給事業
販売量: 56 GWh/年
契約戸数: 305戸
熱供給管全長: 9 km

上水道事業
販売量: 10,0 Mio. m³/年
契約戸数: 32,339戸
水道管全長: 635 km

公営プール事業
プール数: 3
利用者: 125万人/年

バス交通事業
バス台数: 156台
延べ乗客数: 3600万人/年

下水道事業
下水量: 21,5 Mio. m³/年
処理場数: 3

ホールディング会社

各事業会社

⚫ ホールディング会社の下に、各事業会社が存在。
⚫ 事業会社間の損益は相殺することが会計上可能。
⚫ 赤字のバス事業を黒字のエネルギー事業で賄う。
⚫ バス事業の存続のために市民はシュタットベルケと電力契約。8割の契約率。
⚫ 地域の雇用にも貢献（900人の職員）。
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「自治体新電力」

発電事業者
（地域資源の活用）

電力小売事業

太陽光発電

風力発電

地域新電力会社

電気の使用者

公共施設

家庭

工場等

電力供給

電気代

電力供給

地域の生活
支援サービス

電気代

地域に合った形に改良

営業利益

地域のための電力供給事業による様々な地域還元

新たな事業開発による

雇用創出と
税収増加

利益を財源とした

地域の生活支援
サービスの充実

エネルギー需給管理による

再エネ導入
可能量拡大

電気代の割引や災害時の電力供
給等による

魅力度向上

バイオマス発電
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出典：E-konzal榎原氏



【北海道】
karch(株)(かみしほろ電力) (上士幌町, H30.5)

【福島県】
【そうまIグリッド合同会社（相馬市, H29.3）
【葛尾創生電力(株)（葛尾村, H30.10）

【秋田県】
（株)かづのパワー(鹿角市, R1.7)

【長野県】
  飯田まちづくり電力(株)（飯田市, H30.3）
  丸紅伊那みらいでんき(株)（伊那市, H30.6）
   ながの電力(株) (小布施町, H30.8)

【熊本県】
【ネイチャーエナジー小国(株)  (小国町, H28.8)
【スマートエナジー熊本(株)  (熊本市, H30.11)

【群馬県】
【(株)おおた電力（太田市, H27.3）
【(株)中之条パワー（中之条町, H27.11）

【東京都】
【東京エコサービス(株) (東京23区, H18.10)

【新潟県】
  新潟スワンエナジー(株)（新潟市, R1.7）

【鹿児島県】
【ひおき地域エネルギー(株) (日置市, H27.11)
【(株)いちき串木野電力 (いちき串木野市, H28.2)
【おおすみ半島スマートエネルギー(株) (肝付町, H28.2)

【滋賀県】
【こなんウルトラパワー(株) (湖南市,H28.5)

【岩手県】
久慈地域エネルギー（株) (久慈市, H29.10)
陸前高田しみんエネルギー(株)（陸前高田市, R1.6）

【山口県】
うべ未来エネルギー(株) (宇部市, R1.11)

【福岡県】
【みやまスマートエネルギー(株)  (みやま市, H27.2)
   (株)北九州パワー  (北九州市, H27.12)
   Cocoテラスたがわ (田川市, H29.6)

【埼玉県】
【ふかやeパワー(株)（深谷市, H30.4）
【秩父新電力(株)（秩父市, H30.4)

(株)ところざわ未来電力（所沢市, H30.5)

【長崎県】
  (株)ミナサポ (南島原市, H30.10)
  (株)西九州させぼパワーズ (佐世保市, R1.8)
（株）ながさきサステナエナジー（長崎市, R2.2）

【山形県】
（株)やまがた新電力 (山形県, H27.9)

【千葉県】
(株) CHIBAむつざわエナジー (睦沢町, H28.6)
(株) 成田香取エネルギー (成田市・香取市, H28.7)
銚子電力(株)  (銚子市, H28.7)

【大阪府】
【(一財)泉佐野電力 (泉佐野市, H27.1)

(株)能勢・豊能まちづくり（能勢町・豊能町, R2.7）

【鳥取県】
【(株)とっとり市民電力 (鳥取市,H27.8)
【ローカルエナジー(株) (米子市・境港市,H27.8)
【南部だんだんエナジー(株) (南部町,H28.5)

【静岡県】
  (株)浜松新電力 (浜松市, H27.10)
  スマートエナジー(株)(静岡市, H29.4)
  かけがわ報徳パワー(株)(掛川市, R2.7)

【島根県】
【奥出雲電力(株)  (奥出雲町, H28.6)

【奈良県】
【いこま市民パワー (株) (生駒市, H29.7)

【三重県】
【松坂新電力 (株) (松坂市, H29.11)

【京都府】
【亀岡ふるさとエナジー(株)  (亀岡市, H30.1)

【石川県】
【加賀総合サービス(株)(加賀新電力)  (加賀市, H31.4)

【宮崎県】
【グリーンシティこばやし(株)  (小林市, H29.3)

※令和２年10月時点

地域新電力設立数
 (八地方区分)

北海道 1

東北 9

関東 9

中部 １１

近畿 ６

中国 7

四国 ２

九州・沖縄 １４

合計 5９

自治体出資のある地域新電力

【徳島県】
【みよしエナジー(株) (東みよし町, H30.11)

【宮城県】
【(一社)東松島みらいとし機構 (東松島市, H24.10)
【(株)かみでん里山公社 (加美町, H30.4)
【気仙沼グリーンエナジー(株) (気仙沼市, H31.4)

表記について

【都道府県】
会社名（出資自治体,設立年月）

【愛知県】
【(株)岡崎さくら電力 (岡崎市,R2.３)
【(株)穂の国とよはし電力 (豊橋市,R2.10)

※地図上の●は事業体の所在地を示したものではない

【大分県】
【新電力おおいた(株)  (由布市, H27.8)

(株)ぶんごおおのエナジー  (豊後大野市, H29.10)

【広島県】
【福山未来エナジー(株)  (福山市, H30.12)
東広島スマートエネルギー(株)（東広島市, R2.2）

【高知県】
高知ニューエナジー(株) (須崎市・日高村, R2.６)

【富山県】
【氷見ふるさとエネルギー(株) (氷見市, R2.10)



4. 太陽光発電の拡大に向けて
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屋根置き太陽光発電の設置ポテンシャル

◼ 導入のポテンシャルは大きく、全国で設置可能。

出典：環境省 出典：資源エネルギー庁



ソーラーマッピングによる屋根置き太陽光の普及促進
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航空機による測定でオス
ナブルック市の全建物の
太陽光パネルの適合度を
ウェブサイトで公開

その結果、多くの建物で
太陽光パネルの導入が
実現。

出典：オスナブルック市Gerds氏
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普及促進のための市民参加の取り組み（ザーベック市）

• 地元の高校生がアンケート調査を実施

• 全世帯に質問票を配布

• 公民館で調査結果の報告会を開催

目的：
再生可能エネルギーを増やすという市のプロジェクトに住民にも参加してもらう
（自分たちの家の屋根に太陽光発電を設置してもらう）
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市民参加の取り組みの成果（ザーベック市）

• 2014年には累計約440基の屋根置き太陽光発電が設置され、
合計約10MWピークの設備容量を達成。

• これは市内のエネルギー需要の26％に相当（2千世帯の電力消費量を供給）
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中学生による屋根置き太陽光調査

• 三鷹市の太陽光パネルの設置状況を中二4名で調べた。

• 三鷹市における太陽光発電システムの設置件数：2,164棟

• 総建物棟数（41,225 棟）に対する設置率 ：5.25％

• 三鷹市における総発電規模：111,09kW（1㎡あたり0.17kWとして計算）
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屋根置き太陽光発電の共同購入事業

https://group-buy.jp/

• 自治体が旗を振って、太陽光発電の共同
購入事業を実施。

• 多くの購入者を集めることで、安く購入可能。
しっかりした業者を選定することで安心。

• 今年は19都道府県の37自治体で実施。

https://group-buy.jp/solar/home


自治体・事業者の再エネ切替
（首都圏10自治体）

出典：新宿区HP

出典：エネオクHP



0円で太陽光・蓄電池が付く！

9,850

おおすみ半島スマー
トエネルギー

出典：エクソル社

29
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地域の目指す姿：再生可能エネルギーによるエネルギー自立

BEFORE エネルギー自給率11％ AFTER エネルギー自給率100％+α＝地産地消
（ただし、都市は地方からも購入）



https://youtu.be/owCqB4MZVAs

アーティスト電力！？

出典：みんな電力

https://youtu.be/owCqB4MZVAs


５．環境省の支援策

32
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脱炭素先行地域の創出

地方創生

地域資源（再エ
ネ）による経済活
性化、雇用

災害時も
安心

再エネ＋蓄電池で、
停電しない地域

快適な
暮らし

電力料金の節約、暮ら
しの質の向上（断熱な

ど）

⚫ 売電収益の一部を、
町民の家庭用太陽
光設備や断熱リ
フォームへの補助、
公共施設電球の
LED化の原資に

⚫ 「台風15号」の停電下、
住民が電力使用できた
防災拠点。その温泉施
設では、周辺住民
（800名以上）へ温水
シャワー・トイレを無
料提供。 （出典：ANN NEWS）

発電の収益を地域還元

台風停電時に活躍

既存産業の収益性向上

⚫ 牧場に営農型太陽光
発電を導入し、牛舎
設備の電力として自
家消費することで、
電力コスト削減

5

脱炭素先行地域を2030年度までに
100ヵ所作る。
＝再エネ交付金（来年度要求660
億円）

そのほか、官民ファンド（来年度
要求600億円）などの支援。
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既存の取組事例

⚫ 民間企業が初期費用を負担し、発電量
に応じた電気料金で回収する契約方式
により、自治体の初期費用なしで太陽
光発電設備及び蓄電池を避難施設であ
る中学校に導入

⚫ 災害時には、太陽光発電設備及び蓄電
池からの電力供給を行うことで、避難
所としての機能を維持。

初期負担なしの再エネ導入・防災力向上

民間企業

太陽光発電設備 蓄電池

再エネ設備等を初期費用なしで設置

発電量に応じた
電気料金を支払い

EVシェアリングによる市民の足確保

⚫ 100台の電気自動車を活用したシェアリン
グ事業を実施。地域住民や観光客の足と
して活用されている。

⚫ また、地域の再エネ事業者が調達した電
力を充電に用いることで、脱炭素化および
エネルギーの地産地消を図っている。

出所）(株)REXEV提供資料
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合同庁舎５号館内のPETボトル回収機

※ ZEB Oriented：30～40％以上の省エネ等を図った建築物、ZEB Ready：50％以上の省エネを図った建築物

※電動車：電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車

太陽光発電
設置可能な政府保有の建築物（敷地含む）

の約50％以上に太陽光発電設備を設置

することを目指す。

新築建築物
今後予定する新築事業については原則ZEB Oriented相当以上とし、

2030年度までに新築建築物の平均でZEB Ready相当となること
を目指す。 

公用車
代替可能な電動車がない場合等を除き、新規
導入・更新については2022年度以降全て電動
車とし、ストック（使用する公用車全体）でも

2030年度までに全て電動車とする。

ＬＥＤ照明
既存設備を含めた政府全体のＬＥＤ
照明の導入割合を2030年度までに

100％とする。

再エネ電力調達
2030年までに各府省庁で調達する

電力の60％以上を再生可能エネ

ルギー電力とする。

廃棄物の３Ｒ＋Renewable
プラスチックごみをはじめ庁舎等から排出される廃棄物の3Ｒ+Renewableを徹底し、
サーキュラーエコノミーへの移行を総合的に推進する。

新計画に盛り込まれた主な取組内容

2050年カーボンニュートラルを見据えた取組
2050年カーボンニュートラルの達成のため、庁舎等の建築物における燃料を使用する設備について、脱炭素化された電力による電化を進める、電化が困難な設備に
ついて使用する燃料をカーボンニュートラルな燃料へ転換することを検討するなど、当該設備の脱炭素化に向けた取組について具体的に検討し、計画的に取り組む。

政府実行計画（概要） 2021年10月22日閣議決定

◼ 政府の事務・事業に関する温室効果ガスの排出削減計画（温対法第20条）

◼ 目標を2030年度までに50％削減（2013年度比）と設定。その達成に向け、太陽光発電の最大限導入、新
築建築物のZEB化、電動車・LED照明の導入徹底、積極的な再エネ電力調達等について率先実行。

※毎年度、中央環境審議会において意見を聴きつつ、フォローアップを行い、着実なPDCAを実施。
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民間企業等による自家消費型太陽光発電の促進

◼ 自家消費型の太陽光発電は、建物でのCO2削減に加え、停電時の電力使用を可能として防災性向上にも
繋がり、電力系統への負荷も低減できる。

◼ 環境省では特に、PPAやリースなど、初期費用ゼロで太陽光発電設備等を導入できる仕組みの支援を行って
いる。

◼ また、再エネポテンシャルを有効活用するため、ソーラーカーポートなどの新たな手法による太陽光発電の導入の
促進も行っている。

駐車場太陽光（ソーラーカーポート）

需要家（民間企業等）

太陽光パネル等設置

電気利用料

PPA 発電事業者
初期投資ゼロで自家消費。 大手電力、地域新電力のほか、ガス、石油、通信等

様々な担い手。脱炭素への移行を支えるビジネスに。

■PPAモデル

再エネポテンシャルを有効活用するため、地域との共生を前
提とした上での新たな手法

■採択事例
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民間企業による自家消費促進（普及施策の展開）

「自家消費型太陽光発電設備の導入」「ソーラーカーポートの導
入」のパンフレットを公表し、太陽光導入についてPR

「自家消費型太陽光発電設備の導入に関するオンラインセミ
ナー」を開催し、環境省補助事業の紹介や事業者による事例発表

「はじめての再エネ活用ガイド（企業向け）」を公表し、これから再
エネ活用に取り組む企業を支援

再エネ導入事例として、自家消費型・蓄電池やソーラーカーポート、
営農地、ため池、廃棄物処分場、自営線等の事例を紹介



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 
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（１）ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業

（２）新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業

（３） 1. 再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業

       2. 離島における再エネ主力化に向けた運転制御設備導入構築事業

（４）平時の省CO2と災害時避難施設を両立する新手法による建物間融通モデル

創出事業

（５）データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業

（６）公共施設の設備制御による地域内再エネ活用モデル構築事業

民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業
（一部 総務省・農林水産省・経済産業省 連携事業）

事業イメージ

間接補助事業／委託事業

• オンサイトPPA等による自家消費型の太陽光発電設備や蓄電池の導入・価格低減を進め、ストレージパリティの達成を目指す。

• 新たな手法による再エネ導入・価格低減により、地域の再エネポテンシャルの有効活用を図る。

• デマンド・サイド・フレキシビリティ（需要側需給調整力）の確保により、変動性再エネに対する柔軟性を確保する。

民間企業等による自家消費型・地産地消型の再エネ導入を促進し、再エネ主力化とレジリエンス強化を図ります。

民間事業者・団体等

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

■委託・補助先

（3)-1 需要側設備の運転制御によるﾃﾞﾏﾝﾄﾞ･ｻｲﾄﾞ･ﾌﾚｷｼﾋﾞﾘﾃｨ創出

再エネ比率向上 運転制御

需給調整
需要家側供給側

＊EV等については、 (1) ・ (2) ・(3)-1・(3)-2・(4) ・(6)のメニューにおいて、通信・制御機器、充放
電設備又は充電設備とセットで外部給電可能なEVに従来車から買換えする場合に限り、蓄電容量の
1/2(電気事業法上の離島は2/3)×4万円/kWh補助する。（上限あり）

（1）オンサイトPPAによる自家消費型太陽光・蓄電池導入

需要家（企業等） 発電事業者

太陽光パネル等
設置・運用・保守

電気利用料

【令和５年度予算  4,260百万円（3,800百万円）】

【令和４年度第２次補正予算額   9,000百万円 】

＊ストレージパリティとは太陽光発電設備の導入に際して、蓄電池を導入しないよりも蓄電池を
導入したほうが経済的メリットがある状態のこと

令和2年度～
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まとめ ～ 気候変動の影響と対策の意義～

➢ 気候変動対策として、脱化石燃料＝再エネの拡大が
必要。

➢ 再エネの拡大は地域経済にプラス。

➢ 再エネのコストは急速に低下。日本国内には需要の
2.2倍のポテンシャルがある。

➢ 分散型である再エネは災害時でも電力供給が可能。

➢ 再エネのメリットを認知してもらうことが大事。

➢ よいビジネスモデルが生まれているが、認知度向上
が鍵。

➢ 環境省としても太陽光発電の普及のために様々な支
援を実施。
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